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７．介護保険サービス事業者調査 

（１）基本属性 

① 所在地（問１） 

所在地は、「西東京市内」が 71.6％、「西東京市外」が 26.1％となっている。 

■所在地 

 

 

 

 

 

② 提供している介護保険サービス（問２） 

提供している介護保険サービスは、「居宅介護支援」（39.8％）が最も多く、「通所介

護」（28.4％）、「訪問介護」（23.9％）と続いている。 

■提供している介護保険サービス（複数選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　

全体(n=88) 71.6 26.1 2.3

西東京市内 西東京市外 無回答

(%)

居宅介護支援

通所介護

訪問介護

訪問看護

短期入所生活介護

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)

通所型サービス(総合事業)

認知症対応型通所介護

地域密着型通所介護

認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護

通所リハビリテーション

訪問型サービス(総合事業)

介護老人保健施設(老人保健施設)

訪問リハビリテーション

短期入所療養介護

居宅療養管理指導

小規模多機能型居宅介護

訪問入浴介護

介護療養型医療施設

夜間対応型訪問介護

福祉用具貸与・購入

住宅改修

無回答

39.8

28.4

23.9

22.7

18.2

17.0

17.0

12.5

10.2

10.2

9.1

8.0

8.0

6.8

5.7

4.5

2.3

2.3

1.1

1.1

1.1

1.1

-

-

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

全体(n=88)
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③ 提供している介護保険外サービス（問３） 

介護保険外サービスのうち、提供しているものについては、「家事援助等サービス（掃

除、洗濯、調理、買物等の代行、ごみ出し、簡単な大工仕事、庭仕事・ペットの散歩な

ど）」（15.9％）が最も多く、「移動支援・付き添いサービス（移送サービス、通院・入

院・外出付き添いなど）」（12.5％）、「介護保険サービスの上乗せサービス（宿泊デイサ

ービスなどの時間延長して利用したサービスや支給限度基準額を超えて利用したサー

ビス）」（10.2％）と続いており、「いずれも提供していない」は 45.5％となっている。 

 

■提供している介護保険外サービス（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

家事援助等サービス

移動支援・付き添いサービス

介護保険サービスの上乗せサービス

配食サービス

通い・サロンサービス

訪問サービス

物販等サービス

安否確認・緊急通報サービス

金銭管理・契約代行サービス

その他

いずれも提供していない

無回答

15.9

12.5

10.2

6.8

6.8

5.7

3.4

2.3

2.3

1.1

45.5

12.5

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

全体(n=88)
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④ 利用者数（問４） 

１事業所あたりの平均利用者数は、「要介護１」（20.2 人）と「要介護２」（20.1 人）

が多くなっており、「要介護３」（15.8 人）が続いている。 

うち、西東京市民の利用者数は、「要介護１」（13.5 人）と「要介護２」（13.2 人）が

多くなっており、「要介護３」（10.2 人）と続いている。 

 

■利用者数（１事業所あたり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

6.1

7.7

20.2

20.1

15.8

13.0

10.7

4.6

5.8

13.5

13.2

10.2

8.0

6.4

0 ⼈ 5 ⼈ 10 ⼈ 15 ⼈ 20 ⼈ 25 ⼈

全体

うち、西東京市民

全体(n=82)
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⑤ 平均職員数（問５） 

１事業所あたりの平均職員数について、居住地が市内の常勤は 4.9 人、非常勤は 10.3

人となっている。また、居住地が市外の常勤は 12.4 人、非常勤は 11.9 人となっている。 

 

■平均職員数（１事業所あたり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人）

常勤 非常勤 常勤 非常勤

介護支援専門員 1.5 1.0 2.3 1.3

介護福祉士 3.3 4.0 6.4 3.7

介護職員初任者研修修了者（旧ホームヘルパー２級） 3.5 9.3 5.3 5.4

ホームヘルパー１級・介護職員基礎研修修了者 0.4 0.8 0.7 1.3

介護職員実務者研修修了者 0.4 0.6 1.0 0.6

介護職（資格なし） 0.9 3.1 1.1 1.8

社会福祉士 1.1 0.3 1.5 0.3

医師 0.2 0.2 0.8 3.3

歯科医師 - - - 0.1

看護師・准看護師 2.0 2.6 2.6 4.2

歯科衛生士 - - - - 

保健師 - - 0.1 - 

薬剤師 0.2 - 0.1 0.3

理学療法士 0.1 0.2 2.8 1.2

作業療法士 0.3 0.1 1.1 0.3

言語聴覚士 0.2 0.1 0.8 0.4

機能訓練指導員 0.2 1.3 0.9 1.2

管理栄養士・栄養士 0.8 0.3 1.0 0.2

音楽療法士 - - - - 

あん摩マッサージ指圧師・鍼灸師 - 0.2 0.6 0.3

事務職 0.9 1.7 2.5 1.0

その他 1.6 4.3 2.5 4.0

職員総人数 4.9 10.3 12.4 11.9

区　分

居住地

西東京市内 西東京市外
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（２）事業運営 

① 円滑な事業運営を進めていくうえで困難に感じていること（問６） 

円滑な事業運営を進めていくうえで困難に感じていることは、「従事者の確保が難し

い」（76.1％）が最も多く、「事務作業が多い」（60.2％）、「利用者の確保が難しい」（37.5％）

と続いている。 

■円滑な事業運営を進めていくうえで困難に感じていること（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年度調査と比較すると、「従事者の確保が難しい」が 11.7 ポイント、「事務作

業が多い」が 9.1 ポイント、「施設・設備の改善が難しい」が 7.2 ポイントそれぞれ増

加しており、「利用者の確保が難しい」が 8.1 ポイント減少している。 

 

■【前回比較】円滑な事業運営を進めていくうえで困難に感じていること（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

従事者の確保が難しい

事務作業が多い

利用者の確保が難しい

従事者の資質向上を
図ることが難しい

施設・設備の改善が難しい

利用者や家族の制度に

対する理解が進んでいない

市町村等との連携を

図ることが難しい

必要な情報の入手に
支障がある

その他

特に困難に感じることはない

無回答

76.1

60.2

37.5

33.0

26.1

14.8

6.8

5.7

6.8

-

1.1

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 % 70 % 80 %

全体(n=88)
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が
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必

要
な

情

報
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に
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障

が
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そ

の
他

特

に
困

難

に

感

じ
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こ

と

は

な

い

無

回
答

平成28年度調査 (n=88) 76.1 60.2 37.5 33.0 26.1 14.8 6.8 5.7 6.8 - 1.1
平成25年度調査 (n=90) 64.4 51.1 45.6 31.1 18.9 18.9 2.2 5.6 3.3 5.6 -
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② 職員の充足状況（問７） 

職員の充足状況は、“不足している”（「やや不足」「不足」「大いに不足」の合計）が

69.3％、「適正」が 26.1％、「過剰」が 1.1％となっている。 

■職員の充足状況 

 

 

 

 

 

③ 人材確保のための取り組み（問８） 

人材確保のために現在行っている取り組みは、「求人広告掲載」（67.0％）が最も多く、

「資格取得の支援」（54.5％）、「研修会への参加支援」（47.7％）と続いている。 

今後行いたい取り組みは、「研修会への参加支援」「資格取得の支援」（ともに 37.5％）

が最も多く、「賃金面の充実」（31.8％）、「中途採用枠の拡大」（30.7％）と続いている。 

■人材確保のための取り組み（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　

全体(n=88) 1.1 26.1 39.8 22.7 6.8 3.4

過剰 適正 やや不足 不足 大いに不足

(%)

無回答

求人広告掲載

資格取得の支援

研修会への参加支援

中途採用枠の拡大

賃金面の充実

新規採用枠の拡大

福利厚生の充実

同事業所内での人員確保

苦情・相談体制の充実

職員間の助け合い制度

就業時間の見直し

社外の協力体制の整備

その他

無回答

67.0

54.5

47.7

44.3

35.2

30.7

27.3

19.3

17.0

12.5

10.2

6.8

5.7

1.1

28.4

37.5

37.5

30.7

31.8

28.4

25.0

9.1

6.8

8.0

12.5

8.0

3.4

9.1

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 % 70 % 80 %

現在

今後

全体(n=166)
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④ 特に確保困難な職種（問９） 

特に確保困難な職種は、「看護師・准看護師」（46.6％）が最も多く、次いで「介護福

祉士」（40.9％）が多くなっている。 

 

■特に確保困難な職種（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

看護師・准看護師

介護福祉士

介護職(資格なし)

訪問介護員

介護支援専門員

理学療法士

作業療法士

社会福祉士

機能訓練指導員

事務職

医師

保健師

歯科衛生士

薬剤師

言語聴覚士

管理栄養士・栄養士

あん摩マッサージ指圧師・
鍼灸師

歯科医師

音楽療法士

その他

特にない

無回答

46.6

40.9

15.9

14.8

12.5

12.5

9.1

4.5

4.5

4.5

2.3

2.3

1.1

1.1

1.1

1.1

1.1

-

-

3.4

11.4

2.3

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

全体(n=88)



第２章 各調査の結果 

266 

⑤ 職員の早期離職防止や定着促進のための取り組み（問 10） 

職員の早期離職防止や定着促進のための取り組みは、「定期的なミーティング等の実

施による、風通しのよい職場環境づくりを行っている」（77.3％）が最も多く、「労働時

間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている」（56.8％）、「年次有給休暇等の取得を

促進している」「職員のメンタルヘルス対策に取り組んでいる」（ともに 53.4％）と続い

ている。 

 

■職員の早期離職防止や定着促進のための取り組み（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定期的なミーティング等の実施による、

風通しのよい職場環境づくりを行っている

労働時間(時間帯・総労働時間)の

希望を聞いている

年次有給休暇等の取得を促進している

職員のメンタルヘルス対策に

取り組んでいる

多様な勤務形態(短時間勤務、短日勤務、

交代制勤務など)を活用している

時間外労働時間の削減に取り組んでいる

感染症予防対策に取り組んでいる

育児・介護等の休暇制度の活用を

奨励している

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に

反映している

経営者や役員との意見交換がしやすい職場
環境づくりを行っている

情報通信機器を活用した業務の効率化、
省力化を推進している

キャリアに応じた給与体系を整備している

職員の健康教育や身体的健康対策
(生活習慣病対策等)に取り組んでいる

新人の指導担当・アドバイザーを
置いている(メンター制度など)

福利厚生を充実させている

キャリアパスを作成している

いじめやハラスメント等へ対応できる体制

を整備している

子育て支援(託児所を設ける、保育費用の

助成など)や介護支援を行っている

その他

特に行っていない

無回答

77.3

56.8

53.4

53.4

50.0

48.9

48.9

48.9

48.9

45.5

36.4

34.1

33.0

28.4

28.4

25.0

22.7

19.3

2.3

2.3

1.1

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 % 70 % 80 % 90 %

全体(n=88)
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⑥ 職員のキャリア支援（問 11） 

(1) 事業所で行っている研修や資格取得支援 

事業所で行っている研修や資格取得支援は、「事業所内での採用時研修（新任研修）」

（67.0％）が最も多く、「西東京市介護サービス事業者連絡会が実施する研修等への参

加を奨励」「業務として勤務時間中の研修参加を承認」（ともに 59.1％）、「研修受講費用

の補助」（58.0％）と続いている。 

 

■事業所で行っている研修や資格取得支援（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業所内での採用時研修(新任研修)

西東京市介護サービス事業者連絡会

が実施する研修等への参加を奨励

業務として勤務時間中の

研修参加を承認

研修受講費用の補助

事業所内での事例検討会や、

外部研修受講者による報告会

事業所内での定期的な

現任研修の実施

東京都社会福祉協議会が実施

している研修等への参加を奨励

その他民間団体が実施している

研修等への参加を奨励

事業所内での資格取得支援の研修

(既採用職員向け)

資格試験に合格した場合、受験料や

登録費用等を負担

資格試験に合格した場合の報奨金

採用を前提とした資格取得支援の

研修(採用前)

その他

特に行っていない

無回答

67.0

59.1

59.1

58.0

50.0

45.5

42.0

38.6

31.8

31.8

23.9

10.2

1.1

3.4

2.3

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 % 70 % 80 %

全体(n=88)
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(2) 事業所内での講習会･研修 

事業所内での講習会･研修の実施状況は、「十分実施できている」が 19.3％、「十分で

はないが実施できている」が 70.5％、「ほとんど実施できていない」が 8.0％となって

いる。 

 

■事業所内での講習会･研修 

 

 

 

 

 

 

(3) 外部の研修や事例検討、勉強会 

外部の研修や事例検討、勉強会参加のための職員への支援の状況は、「支援している」

が 25.0％、「十分でないが支援している」が 65.9％、「ほとんど支援していない」が 5.7％、

「支援したいができない」が 2.3％となっている。 

 

■外部の研修や事例検討、勉強会 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 介護職員によるたんの吸引など医療的ケアへの対応の実施状況（問 12） 

介護職員によるたんの吸引など医療的ケアへの対応の実施状況は、「すでに実施して

いる」が 21.6％、「検討している」が 34.1％、「対応は考えていない」が 33.0％となっ

ている。 

 

■介護職員によるたんの吸引など医療的ケアへの対応の実施状況 

 

 

 

 

  

　

全体(n=88) 19.3 70.5 8.0 1.1 1.1

十分実施できている 十分ではないが実施できている ほとんど実施できていない

その他

無回答

(%)

　

全体(n=88) 21.6 34.1 33.0 8.0 3.4

すでに実施している 検討している 対応は考えていない その他 無回答

(%)

　

全体(n=88) 25.0 65.9 5.7

支援している 十分でないが支援している ほとんど支援していない

支援したいができない

2.3

その他

-

(%)

無回答

1.1
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⑧ 医療機関との連携についての取り組み（問 13） 

医療機関との連携についての取り組みは、「医療機関から利用者の健康管理や処置に

ついて助言を受けている」（56.8％）が最も多く、「往診をしてくれる医師・医療機関が

いる」（47.7％）、「緊急時の対応に同行している」（42.0％）と続いている。 

 

■医療機関との連携についての取り組み（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

医療機関から利用者の

健康管理や処置について

助言を受けている

往診をしてくれる

医師・医療機関がいる

緊急時の対応に同行している

ケースカンファレンスへ

参加している

急変時の受入を依頼できる

病院を確保している

提携している診療所や

病院があり、入院を

受け入れてもらっている

職員への研修講師などを

お願いしている

その他

特にない

無回答

56.8

47.7

42.0

34.1

26.1

21.6

13.6

3.4

10.2

2.3

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 %

全体(n=88)
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⑨ 医療機関との連携を進めるうえでの課題（問 14） 

医療機関との連携を進めるうえでの課題は、「情報共有システムが確立されていない」

（52.3％）が最も多く、「連携のための事務負担が大きい」（21.6％）、「医療機関の協力

が得られない」（20.5％）と続いている。 

 

■医療機関との連携を進めるうえでの課題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 収支の状況（平成 27 年度）（問 15） 

平成 27 年度の介護事業収支は、“黒字である”（「大幅な黒字である」「やや黒字であ

る」の合計）が 42.0％、“赤字である”（「やや赤字である」「大幅な赤字である」の合計）

が 32.9％となっている。 

 

■収支の状況（平成 27年度） 

 

 

 

 

 

平成 25 年度調査と比較すると、「大幅な赤字である」が 5.9 ポイント増加している。 

 

■【前回比較】収支の状況（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

  

　

全体(n=88) 1.1 40.9 21.6 17.0 15.9 3.4

大幅な黒字である やや黒字である ほぼ収支が均衡している

やや赤字である

大幅な赤字である

(%)

無回答

情報共有システムが

確立されていない

連携のための事務負担が

大きい

医療機関の協力が得られない

共有すべき情報がわからない

連携の必要性を感じていない

その他

無回答

52.3

21.6

20.5

9.1

1.1

8.0

13.6

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 %

全体(n=88)

（％）
大

幅
な

黒

字

で

あ

る

や

や
黒

字

で

あ

る ほ

ぼ
収

支

が

均

衡

し
て

い

る

や

や
赤

字

で

あ

る 大

幅
な

赤

字

で

あ

る

無

回
答

平成28年度調査 (n=88) 1.1 40.9 21.6 17.0 15.9 3.4

平成25年度調査 (n=90) 1.1 40.0 24.4 20.0 10.0 4.4
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（３）サービスの質の向上に向けた取り組み 

① 苦情の内容（問 16） 

利用者や家族から受けた苦情の内容は、「職員の態度に関するもの」（47.7％）が最も

多く、次いで「サービス内容に関するもの」（45.5％）が多くなっている。また「特に

苦情を受けていない」は 28.4％となっている。 

 

■苦情の内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年度調査と比較すると、「職員の態度に関するもの」が 7.7 ポイント増加して

いる。 

 

■【前回比較】苦情の内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

職員の態度に関するもの

サービス内容に関するもの

施設・設備に関するもの

利用手続に関するもの

保険外負担(その他

日常生活費等)に関するもの

その他

特に苦情を受けていない

無回答

47.7

45.5

11.4

4.5

3.4

4.5

28.4

1.1

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 %

全体(n=88)

（％）
職

員

の
態

度

に
関

す

る

も
の

サ
ー

ビ
ス

内

容
に

関

す

る
も

の

施

設

・
設

備

に
関

す

る

も
の

利

用

手
続

に

関
す

る

も

の

保

険

外
負

担

(

そ

の

他

日

常

生

活

費

等

)

に

関
す

る

も

の

そ

の

他

特

に

苦
情

を

受
け

て

い

な
い

無

回

答

平成28年度調査 (n=88) 47.7 45.5 11.4 4.5 3.4 4.5 28.4 1.1

平成25年度調査 (n=90) 40.0 43.3 7.8 6.7 3.3 10.0 28.9 -
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② 第三者評価の実施予定（問 17） 

第三者評価の実施予定は、「実施の予定がある」が 20.5％、「実施の予定はない」が

48.9％、「すでに実施した」が 29.5％となっている。 

すでに実施した事業者の実施時期は、「平成 27 年」が 19.2％、「平成 28 年」が 61.5％

となっている。 

 

■第三者評価の実施予定 

 

 

 

 

 

■実施した時期 

〈第三者評価をすでに実施した事業所〉 

 

 

 

 

 

 

 

③ 実施予定がない理由（問 17 付問） 

第三者評価の実施予定がない事業所（問 17 で「実施の予定はない」と回答した事業

所）の理由は、「費用がかかりすぎるから」「メリットがわからないから」（ともに 18.6％）

が最も多く、次いで「評価機関の選び方がわからないから」（16.3％）が多くなってい

る。 

 

■実施予定がない理由 

〈第三者評価の実施予定がない事業所〉 

 

 

 

 

 

 

 

  

　

全体(n=88) 20.5 48.9 29.5 1.1

実施の予定がある 実施の予定はない すでに実施した 無回答

(%)

　

全体(n=26) 19.2 61.5 19.2

平成27年 平成28年 無回答

(%)

　

全体(n=43) 18.6 18.6 16.3 9.3 37.2 -

費用がかかりすぎるから

メリットが

わからないから

評価機関の選び方が

わからないから
サービスの改善に

結びつくかわからないから その他

(%)

無回答
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④ 事業所で課題としてあげられること・今後取り組むこと（続けること）（問 18） 

事業所で課題としてあげられることは、「専門職の定着・確保」（56.8％）が最も多く、

「職場内での人材育成・教育の充実」（48.9％）、「従業員の労働条件」（36.4％）と続い

ている。 

事業所で今後取り組むこと（続けること）は、「従業員への経営理念の周知徹底」

（59.1％）が最も多く、「各種マニュアルの作成」（56.8％）、「医療・保健系事業所との

連携」（55.7％）と続いている。 

 

■事業所で課題としてあげられること・今後取り組むこと（続けること）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

専門職の定着・確保

職場内での人材育成・教育の充実

従業員の労働条件

ボランティア受入の拡大

サービスの自己評価の取り組み

各種マニュアルの作成

ボランティア活動団体との連携

医療・保健系事業所との連携

ケアカンファレンスへの積極的な参加

事業所の経営理念の明確化

従業員への経営理念の周知徹底

家族等介護者とのつながり

苦情処理対応

提供するサービスの量的拡大

利用者の納得と意思の尊重

利用者にとって有益な情報開示の推進

利用者のプライバシーの保護・個人情報
管理の徹底

利用者にわかりやすい契約書の工夫

提供するサービスエリアの拡大

福祉系事業所との連携

ユニットケアや個室化の推進

その他

無回答

56.8

48.9

36.4

30.7

29.5

28.4

25.0

23.9

22.7

20.5

20.5

19.3

18.2

18.2

17.0

14.8

14.8

13.6

12.5

12.5

6.8

8.0

11.4

42.0

54.5

45.5

36.4

43.2

56.8

39.8

55.7

50.0

50.0

59.1

54.5

51.1

37.5

54.5

47.7

46.6

45.5

38.6

54.5

22.7

6.8

9.1

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 % 70 %

課題

今後

全体(n=88)
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⑤ 事業所職員のサービス提供意識（問 19） 

事業所職員が利用者の望む生活（自立支援）を意識したサービス提供を行っていると

思うかについては、「思う」が 67.0％、「少しは思う」が 29.5％となっている。 

 

■事業所職員が利用者の望む生活（自立支援）を意識した 

サービス提供を行っていると思うか 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　

全体(n=88) 67.0 29.5

思う 少しは思う

あまり思わない

2.3

思わない

-
考えたこと

はない

-

(%)

無回答

1.1
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（４）今後の運営方針 

① 今後の事業拡大（問 20） 

今後の事業拡大については、「現状維持で考えている」が 63.6％、「事業規模の拡大を

考えている」が 28.4％となっている。 

 

■今後の事業拡大 

 

 

 

 

 

 

 

② 事業規模の縮小を考えている理由（問 20 付問） 

事業規模の縮小を考えている事業所（問 20 で「事業規模の縮小を考えている」を回

答した事業所）の理由は、「事業展開するのに十分な需要が見込まれないため」「利用者

負担を考慮して、利用者がサービスの利用を控えているため」「必要な従事者を確保で

きないため」がそれぞれ１件となっている。 

 

■事業規模の縮小を考えている理由（複数回答（２つまで）） 

〈事業規模の縮小を考えている事業所〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　

全体(n=88) 63.6 28.4 4.5

現状維持で考えている
事業規模の拡大を

考えている

事業規模の

縮小を考えている

2.3

その他

1.1

無回答

(%)

事業展開するのに十分な需要が

見込まれないため

利用者負担を考慮して、利用者が

サービスの利用を控えているため

必要な従事者を確保できないため

競合の事業所に利用者が集中する

傾向がみられるため

新たな事業所が参入してきているため

医療保険などのほかの制度を利用する

ケースが見込み以上に多いため

介護報酬単価が低く、利益が

見込まれないため

その他

無回答

1

1

1

-

-

-

-

-

-

0 件 1 件 2 件 3 件

全体(n=2)
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③ 仕事としての介護のイメージアップのために必要な取り組み（問 21） 

仕事としての介護のイメージアップのために必要な取り組みは、「中学生・高校生を

対象にボランティア体験の機会を提供する」（43.2％）が最も多く、「高校生を対象にし

た施設等介護の現場での職場体験（インターンシップ）を行う」（40.9％）、「中学生・

高校生を対象に施設等介護の現場の見学会を開催する」（28.4％）と続いている。 

 

■仕事としての介護のイメージアップのために必要な取り組み（複数回答（３つまで）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中学生・高校生を対象にボランティア
体験の機会を提供する

高校生を対象にした施設等介護の現場での

職場体験(インターンシップ)を行う

中学生・高校生を対象に施設等介護

の現場の見学会を開催する

介護職員を中学校・高校に派遣し、
介護の仕事の魅力、やりがいをＰＲする

学生の進路選択資料の作成など、介護職場情報
の提供を通じた介護の魅力向上を図る

介護の日(11月11日)などにおいて、
介護保険サービスや介護の仕事をＰＲする

中学生や高校生を対象にした介護の
魅力を掲載した冊子の作成・配布する

その他

特にない

無回答

43.2

40.9

28.4

19.3

19.3

19.3

6.8

10.2

15.9

3.4

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

全体(n=88)
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（５）地域包括支援センター 

① 地域包括支援センターの機能に対する評価（問 22） 

地域包括支援センターの４つの機能に対する評価は、どの役割も“機能している”（「よ

く機能している」「機能している」の合計）が４割台半ばから５割台半ば程度となって

いる。 

 

■地域包括支援センターの機能に対する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(n=88)

ア．介護予防事業の

ケアマネジメント

イ．介護保険外サービスを

含む、高齢者や家族に対

する総合的な相談・支援

ウ．被保険者に対する虐待

の防止、早期発見等の

権利擁護事業

エ．保健医療の向上及び

福祉の増進を包括的

・継続的に支援

12.5

15.9

11.4

13.6

42.0

39.8

34.1

33.0

15.9

19.3

23.9

26.1

1.1

1.1

1.1

-

1.1

-

1.1

1.1

19.3

13.6

20.5

18.2

8.0

10.2

8.0

8.0

よく機能している 機能している どちらともいえない

あまり機能していない ほとんど機能していない

(%)
わからない 無回答

全　体(n=88) （％）
よ

く
機

能
し

て

い
る

機

能
し

て
い

る

ど

ち
ら

と
も

い

え
な

い

あ

ま
り

機
能

し

て
い

な
い

ほ

と
ん

ど
機

能

し
て

い
な

い

わ

か
ら

な
い

無

回
答

ア．介護予防事業のケアマネジメント 12.5 42.0 15.9 1.1 1.1 19.3 8.0

イ．介護保険外サービスを含む、高齢者や

　　家族に対する総合的な相談・支援
15.9 39.8 19.3 1.1 - 13.6 10.2

ウ．被保険者に対する虐待の防止、早期発

　　見等の権利擁護事業
11.4 34.1 23.9 1.1 1.1 20.5 8.0

エ．保健医療の向上及び福祉の増進を包括
　　的・継続的に支援

13.6 33.0 26.1 - 1.1 18.2 8.0
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平成 25 年度調査と比較すると、大きな変化はみられないが、「介護予防事業のケアマ

ネジメント」「介護保険外サービスを含む、高齢者や家族に対する総合的な相談・支援」

「保健医療の向上及び福祉の増進を包括的・継続的に支援」は微増、「被保険者に対す

る虐待の防止、早期発見等の権利擁護事業」は微減となっている。 

 

■【前回比較】地域包括支援センターの機能に対する評価 

※“機能している”（「よく機能している」「機能している」の合計）の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 回答の理由、要望（問 22 付問） 

地域包括支援センターの４つの機能に対する評価の回答理由や意見・要望を自由記述

形式でうかがった。主な意見は、以下のとおりとなっている。 

 

・虐待の判断（分離等）については、スケールを用いて有効に実施できている。危機的

な介入等は迅速に行えているが、その後の対応が進まないことが多いのではないか。 

・生活困難者への対応に早くて驚いた。 

・時間外や休日、特に年末年始の対応は少し弱さを感じる。 

・各包括支援センターの役割にばらつきを感じることがある。ある程度は同じ対応、方

針の方がいいのではないか。 

・限られた人員の中で、最大限の業務をこなしている。 

・職員の力量が様々。レベルを均一にした方が良い。 

・虐待の防止や権利擁護事業等についての相談先として、地域包括支援センターの周知

が不十分。 

 

 

  

（％）
介

護
予

防

事
業

の

ケ

ア

マ
ネ

ジ

メ
ン

ト

介

護
保

険

外
サ
ー

ビ

ス

を
含

む
、

高

齢

者

や

家
族

に

対
す

る

総

合

的
な

相

談
・

支
援

被

保
険

者

に
対

す

る

虐

待
の

防

止
、

早

期

発

見
等

の

権
利

擁

護

事

業

保

健
医

療

の
向

上

及

び

福
祉

の

増
進

を

包

括

的
・

継

続
的

に

支

援

平成28年度調査 (n=88) 54.5 55.7 45.5 46.6

平成25年度調査 (n=90) 53.3 52.2 48.9 44.4
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（６）市への要望 

① 採用・求人募集について市に望むこと（問 23） 

採用・求人募集について市に望むことは、「求職フェア等のイベント開催」「介護の仕

事に興味を持つ人の介護初任者研修の受講費用を助成」（ともに 37.5％）が最も多く、

「求人広告費用を助成」（35.2％）、「ハローワークへの働きかけ」（31.8％）と続いてい

る。 

 

■採用・求人募集について市に望むこと（複数選択（３つまで）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

求職フェア等のイベント開催

介護の仕事に興味を持つ人の

介護初任者研修の受講費用を助成

求人広告費用を助成

ハローワークへの働きかけ

市内事業者の介護求人

情報システムを構築

都内で合同採用面接会を開催

地方で合同採用面接会を開催

その他

特にない

無回答

37.5

37.5

35.2

31.8

29.5

13.6

5.7

3.4

8.0

5.7

0 % 10 % 20 % 30 % 40 %

全体(n=88)
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② 人材の確保・育成や早期離職防止と定着促進のために有効と考えられる取り組み

（問 24） 

 人材の確保・育成や早期離職防止と定着促進のために有効と考えられる取り組みは、

「処遇改善のための助成」が 47.7％と最も多く、「人材育成や研修の専門家の派遣」

（26.1％）、「福利厚生の充実支援」（23.9％）と続いている。 

 

■人材の確保・育成や早期離職防止と定着促進のために有効と考えられる取り組み 

（複数選択（３つまで）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

処遇改善のための助成

人材育成や研修の専門家の派遣

福利厚生の充実支援

退職金や企業年金など各種諸手当の助成

離職率改善事例の紹介

介護職員のための住宅確保・助成

研修時の代替職員確保の支援

ＩＣＴ等の活用支援(業務の効率化、利用者

情報の共有、医療連携、介護連携など)

資格を必要としない生活支援の
担い手(市民)の育成

介護ロボットの活用支援

メンタルヘルスや雇用環境に関する
相談窓口の設置

離職した介護従事者などの潜在的有資格者
が職場復帰した事例の紹介

人材育成や処遇改善の取り組みについて
優秀な事業者への表彰

その他

無回答

47.7

26.1

23.9

22.7

21.6

21.6

14.8

14.8

13.6

12.5

10.2

9.1

5.7

4.5

4.5

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 %

全体(n=88)
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③ 事業者として市に望むこと（問 25） 

事業者として市に望むことは、「医療と介護の連携」（42.0％）が最も多く、「介護保

険制度の最新情報提供」（38.6％）、「被保険者・家族への制度の周知」（33.0％）と続い

ている。 

 

■事業者として市に望むこと（複数選択（３つまで）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年度調査と比較すると、「医療と介護の連携」が 9.8 ポイント増加しており、

「介護保険制度の最新情報提供」「研修会やケース検討会の開催」がそれぞれ 12.5 ポイ

ント、8.3 ポイント減少している。 

 

 ■【前回比較】事業者として市に望むこと（複数選択（３つまで）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

医
療
と

介
護
の

連
携

介
護
保

険
制
度

の

最

新

情
報
提

供

被
保
険

者
・
家

族

へ

の

制
度
の

周
知

処
遇
困

難
ケ
ー

ス

の

指

導
・
助

言
・
援

助

研
修
会

や
ケ
ー

ス

検

討

会
の
開

催

苦
情
相

談
へ
の

指

導

・

助
言
・

援
助

施
設
等

の
空
き

情

報

の

提
供

事
業
者

に
対
す

る

サ
ー

ビ
ス
の

質
の
評

価

ケ
ア
プ

ラ
ン
の

指
導

そ
の
他

特
に
な

い

無
回
答

平成28年度調査 (n=88) 42.0 38.6 33.0 31.8 23.9 20.5 17.0 11.4 10.2 5.7 3.4 2.3
平成25年度調査 (n=90) 32.2 51.1 31.1 35.6 32.2 25.6 13.3 10.0 12.2 10.0 3.3 5.6

医療と介護の連携

介護保険制度の最新情報提供

被保険者・家族への制度

の周知

処遇困難ケースの

指導・助言・援助

研修会やケース検討会の開催

苦情相談への

指導・助言・援助

施設等の空き情報の提供

事業者に対するサービスの
質の評価

ケアプランの指導

その他

特にない

無回答

42.0

38.6

33.0

31.8

23.9

20.5

17.0

11.4

10.2

5.7

3.4

2.3

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

全体(n=88)
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④ 介護保険制度をよりよくするために市が力を入れるべきこと（問 26） 

介護保険制度をよりよくするために市が力を入れるべきことは、「地域全体で介護を

支援する仕組みを充実すること」（29.5％）が最も多く、「高齢期になっても住み続けら

れるよう、多様な住まい方の施策を充実すること」（26.1％）、「利用料や保険料を補助

するなど、利用者の費用負担を軽減すること」（23.9％）と続いている。 

 

■介護保険制度をよりよくするために市が力を入れるべきこと 

（複数選択（３つまで）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域全体で介護を支援する

仕組みを充実すること

高齢期になっても住み続けられるよう、

多様な住まい方の施策を充実すること

利用料や保険料を補助するなど、利用者

の費用負担を軽減すること

介護支援専門員やヘルパーなどの人材を

育成すること

市民、事業者等の意見を集約し、
東京都や国に提言していくこと

サービス事業者の質の向上に
つとめること

在宅サービスの充実に力を入れること

介護保険の目的や利用について、
市民への啓発・ＰＲを進めること

寝たきりにならないよう、介護予防
サービスに力を入れること

困ったときに気軽に介護相談ができる
場所を増やすこと

住民主体による介護予防やサービス提供
の取り組みを推進すること

介護保険外サービスの充実を図ること

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)

などの施設を増やしていくこと

その他

わからない

無回答

29.5

26.1

23.9

22.7

22.7

21.6

21.6

21.6

20.5

18.2

15.9

15.9

3.4

-

1.1

5.7

0 % 5 % 10 % 15 % 20 % 25 % 30 % 35 %

全体(n=88)
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⑤ 介護保険事業への意見・要望（問 27） 

介護保険事業について、自由記述形式でうかがい、内容ごとに分類・整理を行った。

主な意見は、以下のとおりとなっている。 

 

◇介護人材の確保について 

・デイや有料ホームの数が増えて、人材確保が困難になっている。また、処遇の面にお

いても十分とは言えず、介護職員が集まりにくい状況が続いている。 

・在宅を支えるホームヘルパー（利用者の必要な時間に行くことのできる）は、まだま

だ不足している。施設等の基盤整備とともに、マンパワーの確保策にも力を入れてほ

しい。 

・今やらなければならないと思うことは「人材確保」だと思う。もはや事業所や法人単

位では、限界であると感じる。 

 

◇施設について 

・特別養護老人ホームの待機者問題については、実際に認知症高齢者を抱える家庭にと

っては、非常に大きな問題だと思う。 

・グループホームの計画数を増やしてほしい。 

 

◇在宅療養について 

・西東京市は施設が多いと思うが、在宅介護のためのサービスは着実に充実してきてい

るのだろうか。在宅を支援するサービスを、西東京市では充実させていってほしい。 

 

◇集いの場づくりについて 

・一般の高齢者が集える場所をつくり、気軽に体操ができる場所を増やせるよう、早急

に体制を整えることが必要。 

 

 

 

 

 




